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　アメリカ合州国の金融制度に固有の二元銀行制度は，「1863年全国通貨法」（1｝
によって誕生し，現在へ至っている。全国通貨法は国法銀行制度を創設したが，
この制度が従来からの州法銀行制度へ加わって，初めて二元銀行制度が樹立さ
れることになった。国法銀行制度を生みだしたことから，全国通貨法の意i義は
しぽしば重視されるが，われわれは二元銀行制度を発足させたという点で，こ
の法律へ注目する。本稿は，1863年全国通貨法の成立に関して，通貨銀行制度
および金融財政制度上の背景，その構想の系譜，法案提出の経緯，連邦議会で
の法案審議状況，および同法の意義などを，一次資料と既存の研究成果に依拠
して記述し分析する。ただし，われわれの主要な関心は，二元銀行制度の生成
と展開にある。
　われわれの本稿における問題意識は，つぎの通りである。（1）アメリカ銀行制
度研究へ基礎資料を提供する目的で，既存の研究成果を整理するほか，これま
で知られていなかった一次資料の発掘と内容紹介を目指す。（2）全国通貨法は，
短期間にしかも不十分な準備の下で成立したという見解がある。国法銀行制度
したがって二元銀行制度を作り，それらを120年も継続させて今日へ至らせて
いる全国通貨法は，そのように貧弱な状態のなかから生まれたのかどうか，事
実を広く調査する。（3）全国通貨法を成立させた目的は，二元銀行制度の視点か
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ら見て，どのようなものであったろうか。同法に州法銀行を絶滅する意図があ
ったかどうか，法案の審議過程を検討する。（4）二元銀行制度の成立は，全国通
貨法案の推進者たちが意図しなかった結果であるとの見解がある。現在まで
120年間にわたって生命を保っている二元銀行制度が，偶然や手抜かりによっ
て誕生したのかどうか，事実を広く調査する。
　二元銀行制度を研究する目的は，既に前稿で詳しく触れたが②，本稿はそれ
に続く作業である。第1節は，全国通貨制度が成立した時代的な背景を概説し，
第皿節は，全国通貨制度の構想に関する系譜をたどり，第皿節は，全国通貨法
案が連邦議会へ提出されるに至った経過を明らかにする。第W節は，全国通貨
制度に対するチェイス（Salmon　P．　Chase）の考え方を知ることが，われわれの
課題にとって重要であることから，これを検討する。第V節は，全国通貨制度
ないし国法銀行制度へ関連した諸法案の議会における審議状況を整理し，第M
節は，全国通貨法案について同様の整理を行ない，最後に第W節は，以上を要
約し結論を導く。
（1）“National　Currency　Act”の訳語は，国法通貨法や国家通貨法がほかに考えられるのに，「全
　国通貨法」とした理由を示しておこう。連邦議会における全国通貨制度ないし国法銀行制度に関
する諸法案の審議内容を調べると，“anational　bank”は，“a　nationally　chartered　bank”の
意味であるから，「国法銀行」の訳語は適切である。これに対して，“anational　currency”｝よ，
　“auniform　nationa［currency”の意味であるから，「統一的全国通貨」を指している。また，
　この統一的全国通貨は国家が統制するけれど，国家それ自体が発行するものではない。そこで，
　国法通貨法や国家通貨法を避け，「全国通貨法」という訳語を用いた。
（2）高木〔29〕．
1　全国通貨法成立期以前の概観
　アメリカ合州国における銀行史の時代区分を，われわれの分析目的に応じて，
仮につぎの通り設定しよう。すなわち，バンク・オブ・ノースアメリカの発足
から第一合州国銀行の設立へ至るまでの期間を州法銀行時代第1期（1781－1791
年）とし｛D，以下続いて第一合州国銀行時代（1791－1811年），州法銀行時代第2
期（1811－1816年），第二合州国銀行時代（1816－1836年），州法銀行時代第3期
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（1836－1863年）と考え，国法銀行制度の成立から連邦準備制度の創設へ至る期
間を二元銀行制度時代第1期（1863－1913年）とみなすことにする。
　本節は，主として州法銀行時代第3期を対象とし，全国通貨法が成立するこ
とになった事情を，通貨銀行制度と金融財政状況の両面から概観する。通貨の
混乱と財政の必要は，全国通貨法を生みだす重要な背景で，同法の成立以前へ
遡ってそれらを跡づけることが有益である。
　〔1〕　通貨銀行制度の展開
　第二合州国銀行（1816－1836年）は，商業銀行でありながら準中央銀行の性格
を持ち，ビドル（Nicholas　B三ddle）カミその総裁を務めた時期を中心に，（1）商業
信用の供与，（2）政府への便宜の提供，（3）健全な通貨の供給という重要な役割を
果たし，全米金融界へ大きな力を振るった。同行は特許期間が満了となった
1836年に消滅し，その後1840年代に第三合州国銀行を設立する動きが連邦議
会にあったが失敗へ終わった。そこで，1836年第二合州国銀行が閉業した時点
から，1863年に全国通貨法が成立して二元銀行制度時代へ入るまで，州法銀
行時代第3期が約1／4世紀間続いた（2｝。この時期に現われた通貨銀行制度上の
諸欠陥は，やがて国法銀行制度したがって二元銀行制度が歩みはじめることに
なった背景を，かなり明確に示している。
　州法銀行数は1836年第二合州国銀行が消滅したとき713であったが，数次
にわたる恐慌の影響を受けながらも，南北戦争発生の前年1860年には1，562
へ増加した。この増勢の原因は，（1）国庫金の州法銀行への預託（3），（2）諸州にお
ける開発熱と西部の土地に対する投機，（3）1848年のカリフォルニアにおける
金鉱発見，④鉄道建設を伴う西漸運動ω，｛5）自由銀行制度の普及などである。
州法銀行の活動が活発になっていった有様は，第1表によって見ることができ
る。
　中央銀行制度を欠くアメリカ合州国経済に対して，この時期の州法銀行は通
貨供給の責任を担っていた。しかし，銀行は多産多死を経験しながら行数を急
速に増加させていったので，銀行経営の質がおおむね低下して，つぎのような
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　　　　　　第1表 銀行数と主要資産・負債（1836－1865年）
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（金額：百万ドル）
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　出所：Bureau　of　the　Census〔5〕，　Siries　X　580＿587．
弊害を導いた。それらは，（1）銀行券の過剰発行，②不動産担保による固定的貸
出の増大，（3）免換回避を目的とする山猫銀行の半ぽ詐欺的な設立，④それぞれ
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異なる割引率を持つ多種多様な銀行券の流通，（5）授権資本の名目的な払込など
である（5）。
　諸州における銀行監督機構は不十分で，州法銀行は貸出資金を有する人々で
はなく借入を望む人々によって設立されるほどであり⑥，なかには信頼できる
銀行もあったが数は少なく，人々は「銀行券情報と贋札鑑定（Bank　Note　Rep・rt－
ers　and　C・unterfeit　Detectors）」などの定期刊行物によって，銀行券の質を見分
けなけれぽならなかった（7）。銀行券の党換回避を目的とする山猫銀行（wildcat
bank）が出現し，それらが発行する割引率の大きい銀行券で貸付を求める，山
師のような事業家も多数いた（8）。銀行に対する恐怖と敵意が増大し，1845年テ
キサス州が銀行業を禁止したのを皮切りとして，1857年までにアイオワなど
6州がこれへ追従した（9）。
　この時期，連邦議会と連邦政府は銀行との関係を断っていたから，こうした
混乱と弊害へ対応するため，諸州の州議会と州政府と銀行家たちが，各種の工
夫や努力を重ねた。州法銀行時代第3期以前から実施された諸例も含めて，州
レベルで行なわれた主要な制度上の改革は，（1）州立銀行制度a⑪，②サフォーク
制度aD，（3）安全基金制度an，（4）自由銀行制度a3），（5）必要準備制度a4である。これ
ら制度面の諸展開は，銀行券の平貨流通ないし正貨見換の維持，1州または数
州における統一的通貨の確立，銀行破産の回避，銀行券所持人と預金者の保
護，銀行免許にかかわる弊害の除去，通貨供給の統制などが目的である。この
期間に創始された仕組や手段の大部分が，後に連邦レベルの銀行制度へ取入れ
られたことから理解されるように，諸州の関係老たちは合州国が健全で全国的
な通貨銀行制度を樹立するに至るまで，いわぽ産みの苦しみを味わったのであ
る。
　州法銀行時代第3期の大部分にわたって連邦政治を支配した民主党は，ジャ
クソソ（Andrew　Jackson）の流れを汲む銀行嫌いで，銀行統制を連邦政府の責
任とは考えなかった。しかし，個々の州における各種の改革は，全国規模で通
貨銀行制度を安定化することができなかった。ことに1857年の恐慌では，連
邦政府が通貨供給へ介入しないため生じる弱点が，明確に露呈された。1860年
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代初めの通貨の状況は混乱をきわめ，ヘプバーン（A．Barton　Hepburn）によれ
ぽ，銀行券は発券銀行別と額面別でみて7，000種類あり，ほかに偽造券と変造
券が4，000種類はたっぷりとあった⑮。また，シャーマソ（John　Sherman）上院
議員は，1862年の銀行数1，500行，年間の銀行券模造1，861件，同変造3，039
件，同偽造1，685件と，議会で演説したaen。
　〔2〕　金融財政状況の展開
　州法銀行時代第3期の終り頃は，南北戦争の時期と重なっている。この内戦
は1861年4月に開始され，その後約4年間続いた。リンカーン（Ablaham　Lin－
coln）は1861年3月大統領に就任すると，直ちにチェイス上院議員を財務長官
へ任命した。この時点から全国通貨法が成立した1863年初頭頃までの金融財
政状況を，マイヤーズ（Margaret　G．　Myers）とステユーデンスキーおよびクル
ース（Paul　Studenski　and　Herman　E．　Krooss）の著作に従って概観しよう。
　南北戦争が始まる前の3年間，財政は既に赤字を続けていて，チェイスが財
務長官へ就任した直前の1861年2月へ至るまでに，何回かの国債発行が行な
われていた。チェイスが長官へ就任してから最初の3カ月間に，財務省の歳入
は600万ドルを割ったが歳出は2，400万ドルへ達したので，どうしても借入金
に頼らなければならなかった。新議会は7月の特別会期で，2億5，000万ドル
の財務省借入を承認した。このうち5，000万ドルまでは，免換請求によって正
貨が支払われる無利息で小額面の財務省要求払証券（demand　note）の発行が認
められていた。これは法貨ではなかったが，公務員の給与支払へ充当するため
直ちに発行され，たちまち許された枠を使い切ってしまったので，本格的な借
入が必要となったan。
　8月にチェイスは主要銀行の代表者たちを説得して，彼らに金利7．3％の3
年国債5，000万ドルを即座に引受けさせたほか，同じ条件で5，000万ドルずつ
10月と11月にも引受けることを約束させた。硬貨主義（hard　money　theory）へ
立つチェイスは，独立国庫制度にこだわり，8月に独立国庫法が改正されて，
政府借入金が健全な銀行へ預金できるようになったにも拘らず，それを無視し
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た。銀行家たちは，彼らの強い希望に反して，国債引受代金を正貨で払込むよ
う強要され，その資金を銀行へ再預金することも拒まれた。彼らは初めの2回
分の支払をなんとか処理したが，3回目の引受分については，発行条件を改定
して引受けることになった。他方，戦費が嵩んでゆくのに輸入関税は急減し，
チェイスは財務省要求払証券を更に発行しなけれぽならなかった。ところが発
行された財務省要求払証券は，免換請求のため銀行へ提示され㈱，国債引受の
ため正貨不足に悩まされていた銀行を，ますます窮地へ追いやる結果を招い
た⑲。
　これより先，リソカーンの大統領就任の直前，モリル関税法（Morrill　Tariff
Act）が議会を通過した。1815年以来の最低水準である税率平均20％以下の
1857年関税法を，平均税率25％へ引戻すのが同法の狙いであった。しかし，
それは南北戦争を予期した立法ではなく，また南北戦争に起因して貿易が急減
したので，関税収入は財政の必要に大きく不足した。そのため議会は，7月の
特別会期から戦争終結時まで，ほとんど毎会期ごとに関税率を引上げ，1865年
には平均48％へ達した⑳。
　チェイスは関税のほかに，新しい財源へ頼ることになった。1815年以来はじ
めて，諸州に対して直接税を割当てeD，議会は8月2，000万ドルの直接税賦課
を決めたが，この課税は1864年以降廃止された。1862年7月議会を通過した
法律は，1812年の対英戦争で用いられた内国税を復活させた。酒，タバコ，砂
糖などの物品から，保険配当金や鉄道収益へ至るまで3％課税され，広告，許
認可なども課税されたが，それらの多くが従来は州レベルで課税されていたも
のであった。さらに1861年8月の法律は，合州国で初めて所得税を採用し，
翌年から前年の所得800ドル以上の個人へ3％課税することになった。しかし，
所得税は実施段階になって，免税点が600ドルへ引下げられ，税率が幾分か累
進的となった⑳。
　平常時であれぽ，財務省が支払った正貨は銀行へ還流するが，いまや公衆は
戦争の前途に不安を感じ金を退蔵し始めたので，銀行家たちが国債引受代金と
して払込んだ正貨は，彼らの手へなかなか戻ってゆかなかった。銀行が引受け
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た国債は再販売へ向けられたものの，公衆はそれを容易に購入しなかった。国
債引受を決めた際，銀行家たちは財務省要求払証券の発行は無いものと信じて
いたけれど，それも前出したように行なわれた。1861年7月財務省へ2億
5，000万ドルの借入が認められたとき，ニューヨーク，ボストン，およびフィ
ラデルフィアの銀行は，合わせて6，100万ドルの正貨を持っていたが，これは
借入総額の1／4に過ぎず，借入総額そのものが合州国全体の所有する金の値価
を超えていたと考えられる㈱。当初の事情に加えて以上の状況が続いたため，
銀行は正貨準備が枯渇して，1861年12月30日に正貨支払停止（suspension　of
spicie　payment）に入り，翌日には財務省もこれへ従った⑳。
　銀行家たちは，正貨支払停止の責任をチェイスに帰し，彼の正貨受領への固
執と財務省要求払証券の発行を非難した。確かにチェイスが財務省の正貨を確
保しようと努力したことは，善意であったにせよ誤りであろう。しかし，正貨
支払停止はいずれにしても必然であって，硬貨主義者チェイスの政策により，
それが早く到来してしまったと見るべきである。その真因は，巨額の政府支出，
増税の遅延，そして前線からの暗いニュースである㈲。
　正貨支払停止によって，金が間もなく流通過程から消えるのは明白であり，
金融市場は混乱して，新しい政府借入はきわめて困難となった。後に見るよう
に，チェイスは既に1861年12月初め，全国通貨制度の設立を議会へ提案して
いたが，実現までには時間がかかり過ぎるし，州法銀行家たちが計画へ反対し
ていた。下院歳入委員会は，モリル（Justin　S．　Morrill）を長とする税制小委員
会と，スポールディソグ（Elbridge　G．　Spaulding）を長とする国債小委員会を設
けた。スポールディングは，財務省の資金が30日間で底をついてしまうのに，
新税による歳入増は短期間に期待できないと考え，また，市場は国債を割引発
行すれぽ20％から50％もディスカウントしなけれぽならない状態と判断した．
彼の結論は，正貨見換はしないが政府の信用によって支払手段へ使用できる，
無利息の合州国紙幣を発行することで，これは法案となった。
　法案は1862年1月から2月へかけて，激しい議論を展開しながら審議され
た。チェイスは，彼の信念に従えぽ計画へ反対であったが，差し迫った財政事
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第2表　通貨残高（1851－1865年）
　　　　　　　　　　　　　　　　　（金額：1千ドル）
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧
暦年 州　法
竝s券
国　法
竝s券
グリーン
pックス 正　　貨 その他 通貨合計
財務省
ﾛ有分
公　　衆
ﾛ有分
1851155，165 一 一 （186，000） 一 341，16510，912330，254
1852171，673 一 一 （204，000） 一 375，67314，632361，041
1853188，181 一 一 （236，000） 一 424，1812 ，943402，238
1854204，689 一 一 （241，000） 一 445，68920，138425，551
1855186，952 一 一 （250，000） 一 436，95218，932418，020
1856195，748 一 一 （250，000） 一 445，74819，901425，847
1857214，779 一 一 （260，000） 一 474，77917，710457，069
1858155，208 一 一 （260，000） 一 415，2086，398408，810
1859193，307 一 一 （250，000） 一 443，3074，339438，968
1860207，102 一 一 207，30521，000442，1026，695435，407
1861202，006 一 一 266，40016，000488，0063，600484，406
1862183，792 一 72，866283，00066，040629，45223，754605，698
1863238，677 一 312，481260，000120，1141，010，74779，473931，274
1864179，15831，235415，116184，346197，7601，062，84155，2261，007，615
1865142，920146，13878，917148，557267，0091，180，19796，6571，083，541
注：①欄から⑤欄までの数値の合計は，1860－1865年を除き，⑥欄の数値と一致し，⑦欄と⑧欄
　の数値の合計は，⑥欄の数値とすべて一致する。括弧内の数値は，Hepburn〔16〕，　p　177か
　ら引用した。
出所：　Bureau　of　the　Census〔5〕，　Siries　X　420＿423，424－437．
情からそれを受入れた。銀行家たちは代案を示して，法案の反対運動を行なっ
た。最終的に法案は2月25日可決され，第1次「法貨法（Legal　Tender　Act）」
が成立した。その内容は，（1）後にグリーンバックス（greenbacks）と呼ばれるこ
とになった合州国紙幣（United　States　note）を，額面5ドルまたはそれ以上で
1億5，000万ドル発行し，（2）輸入関税と国債利払を除く，公私一切の取引に法
貨として使用させ，（3）若し所持人が希望すれぽ，金利5％の国庫預託または金
利6％の5～20年国債への転換を認めるというものであった。1812年の対英戦
争中の財務省証券と1861年の財務省要求払証券は，金額と流通期間が限られ
法定通貨ではなかったからell，グリーンバックスは合州国で最初の真正な政府
紙幣であったen。
　グリーンバックスはその後，1862年7月の第2次法貨法によって1億5，000
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万ドル，翌1863年3月の第3次法貨法によって1億5，000万ドル，それぞれ発
行されることになったOP。州法銀行時代第3期の終り頃の通貨残高および構成
は，第2表によって示されている⑳。
（1＞バンク・オブ・ノースアメリカ（Bank　of　North　America）は，1781年アメリカ合州国で最
　初の商業銀行として設立された。当時は合州国の三権組織が出来上がっていなかったため，大陸
　議会（Continental　Congress）カミ同行へ設立免許を与えたが，この免許を準国法免許とみること
　もできる。しかし同行は，翌1782年ペンシルベニア議会などから邦（＝州）レベルの免許も受け
　たから，若干の疑義がない訳ではないが，便宜のため同行が発足した1781年を州法銀行時代の始
　期とする。
（2）続稿で見るように，国法銀行数は1865年になって急増したのであるから，制度上はともかく実
　質上は，そのときまで州法銀行時代第3期が続いたとみることもできよう。
（3）Studenski　and　Krooss〔27〕，　p　IO7．
（4）Faulkner〔10〕，　PP．160－3，訳書，　PP，214－9．
（5｝　Carson　and　Cootner　〔6〕，　PP．59－60．
（6）Treecott〔30〕，　P．17，訳書，上巻，　P．29．
（7）Dillistin〔9〕，　pp．10－77，　Hammond〔12〕，　p．14．
（8）Trescott〔30〕，　P　21，訳書，上巻，　PP．36－7．
⑨　Fischer〔11〕，　p．17，　Myers〔21〕，　p，124．
⑩　州立銀行（state－owned　bank）は，バーモント州（1806年），サウス・カロライナ州（1812年），
　およびインディアナ州（1834年）の例を別として，多くが第二合州国銀行の解散後に作られた。
　それらは，ケンタッキー，アラバマ，テネシー，イリノイ，ルイジアナ，ミシシッピ，アーカン
　ソーの諸州（1838年），そしてミズーリ，アイオワ，オハイオの諸州（1845年）であった（奥田
　〔23〕，　pp．124－140）。
qDサフォーク銀行は1818年ボストンで設立され，1824年サフォーク制度（Suffolk　System）とし
　て完成した（同上，pp．70－94）。
02）安全基金（Safety　Fund）は1829年ニューヨーク州で，安全基金法が成立して創設され，その
　後バーモント州，ミシガン州，オハイオ州で同種の機構が作られた（同上，pp．94－105）。
⑬　自由銀行制度（Free　Banking）は，1838年ニューヨーク州で自由銀行法が成立してから諸州
　へ広まり，1860年までセこ15州がそれを採用した。ただし，自由銀行法そのものの成立は，1837年
　のミシガン州の例のほうが早い（同上，pp．105－23）。
a4　必要準備（reserve　requirements）は1837年バージニア州で，初めて規定が作られたもので，
　その1860後年までに12州へ広まった（Hammond〔12〕，　PP．10－11）。
㈲　Hepburn〔16〕，　p．180，
q6）U．　S．　Congress〔32〕，37th　Cong．3rd　Sess．，　Feb．10，1863，　p．844．
aのMyers〔21〕，　p，150，訳書，　p．183，　Studenski　and　Krooss〔27〕，　pp．138，140－1．
as｝財務省要求払証券は，独立国庫の各支国庫において要求払で正貨へ免換でき，また租税および
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　関税の納付に充当できることになっていた。政府軍兵士の給料として支払われたこの証券が，銀
　行へ預金のため持込まれる場合，見換請求に応じる義務の無い特別預金として受入れることを認
　めるよう，銀行家たちはチェイスに求めた。しかし，チェイスはこれを拒絶した（Mitchell〔20〕，
　pp　26－7）o
⑲　Myers〔21〕，　pp．150－2，訳書，　pp　184－6，　Studenski　and　Krooss〔27〕，　pp．141－2．
⑫0）Myers〔21〕，　p．160，訳書，　p．194，　Studenski　and　Krooss〔27〕，　p　139．
（2D直接税は諸州の固定資産を対象とするが，憲法の規定により配賦は各州の人ロへ比例して行な
　われた（Hammond〔14〕，　pp　48－9）。
⑳　Myers〔21〕，　pp．157－9，訳書，　pp　192－4，　Studenski　and　Krooss〔27〕，　pp　141，149－50．
⑳　Hammond〔14〕，　p．60．
⑫①Myers〔21〕，　pp．151－2，訳書，　pp．185－6，　Studenski　and　Krooss〔27〕，　pp．141－3．
⑳　⑳に同じ。
㈱　Trescott〔30〕，　pp、44－5，訳書，上，　p　75．
⑳　Myers〔21〕，　pp．153－6，訳書，　pp．187－90，　Studenski　and　Krooss〔27〕，　pp　143－5．
㈱　Myers〔21〕，　pp　156－7，訳書，　pp、190－2，　Studenski　and　Krooss〔27〕，　pp　145－6．
⑳　ヘプバーソが示した数値は，第2表の1851年から1860年までの数値については一致するが，
　1861年から1865年までの数値については一致しない（Hepburn〔16〕，　pp．177，　204）。
P　全国通貨法の成立基盤
　多数の州法銀行が緩やかな統制の下で，個別に貨幣供給を担当する地方的な
通貨制度が，全国通貨法の成立という改革によって，統一された全国的な通貨
制度へ移行するには，「全国通貨制度」構想が熟してゆく時間が必要であった。
全国通貨法の意義を理解する上で，この構想の系譜を跡づけることが有益であ
る。本節では，まず全国通貨制度構想の流れをたどり，ついでこの構想に関す
る新しい資料を検討する。
　〔1〕　全国通貨制度構想の系譜
　全国通貨制度ないし国法銀行制度を設立しようとする動きを，どの時点にま
で遡って捉えるかは，研究者の考え方によって異なる。統一された全国的な通
貨制度ないし銀行制度のための諸提案は，かなり古い時期から行なわれてきた
が，後世それらの事実を再び明らかにするため，多くの人々が努力した。以下で
は，全国通貨法の成立によって実現した全国通貨制度の構想が，いかなる系譜
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をたどってきたかについて，これまでの諸研究を時間の順序に従って概観する。
　リンカーン大統領の下で財務長官を務めたチェイスを，全国通貨制度ないし
国法銀行制度設立の動きの中心人物とみなす考えは，かなり古くから主張され
てきた。知る限り最初の主張はバーキー（William　A．　Berkey）によるもので，
彼は1876年に次の通り述べている。（1）チェイスは彼の第1回財政報告（1861年
12月）のなかで，従来からの州法銀行を全廃して国法銀行制度を創設するため，
一つの法律を通過させるよう連邦議会へ要請したこと，②法案が直ちにスポー
ルディング下院歳入委員会小委員長によって準備されたこと，（3）議会はこの法
案でなく第1次法貨（グリーンパックス）法案を通過させたこと，（4）グリーンバ
ックス流通の成功で，チェイスと彼の顧問たちは国法銀行制度計画への確信を
深めたこと，（5）チェイスは彼の第2回財政報告（1862年12月）で，国法銀行設立
の法案を議会が通過させるよう再度要請したこと，（6）シャーマン上院議員が法
案を上院へ報告したこと，（7）1863年2月25日「全国通貨法」が成立したこと
などであるω。
　パーキーが指摘した諸点のうち，以下がわれわれにとって重要である。（1）国
法銀行制度の構想は，チェイスによって1861年12月公表された。（2）チェイス
の計画をスポールディングとシャーマンが支持し，またチェイスはこの計画に
関してブレーンを持っていた。③全国的統一通貨を供給する点で，また連邦政
府へ財政収入をもたらす点で，国法銀行制度設立計画とグリーンバックス発行
計画は関係があった。
　1877年プーア（Henry　V．　Poor）が発表した研究書は，そのなかで「チェイ
ス氏の国法銀行制度」と題する部分を設けて，チェイス長官の役割を重視した。
しかし，彼はチェイスの第1回財務報告を長々と引用したものの，国法銀行制
度の構想の生い立ちと展開について，まったく触れていない②。
　初期の金融史著作者の一人であるボールズ（Albert　S．　B・11es）は，1886年刊
行された彼の「合州国金融史」のなかで，やはりチェイスを国法銀行制度の創
始者に充てている。だが，彼は国法銀行制度計画の関係者の範囲をバーキーが
捉えたより広くとり，さらにニューヨーク州自由銀行法など既存の制度がこの
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計画へ及ぼした影響を指摘した。ボールズの研究が，われわれの観点に関連し
て新しく加えたところは，次の通りである。（1）チェイスはニューヨーク州での
自由銀行制度の成功を参考として，国法銀行制度計画へ強い自信を持っていた。
（2）諸州の銀行法が十分に検討され，ニューヨークのほかマサチューセッツ，オ
ハイオ，イリノイ，およびルイジアナの州銀行法から，国法銀行の法案のため
条文が取入れられた。（3）チェイスが国法銀行制度の構想をどれだけの期間かか
って固めたか不明であるが，1861年12月行なわれた第1回財政報告へ先立つ
同年8月，彼はポター（Orlando　B．　Potter）から，州法銀行へ国債預託で統一
的通貨を発行させる提案を受取っていた。（4）フーパー（Samuel　Hooper）下院議
員が，スポールディング法案の作成に協力した③。
　通貨監督官を長期間務め「合州国銀行史」を1900年に発表したノックス
（J・hn工Knox）は，国法銀行制度の構想をそれ以前のどの研究者よりも古い時
期へ遡って説明した。彼によれば，国法銀行制度の基礎になっている考え方は，
次のような流れをなしている。（1）1813年ダラス（Alexander　J．　Dallas）財務長官
は，州法銀行券が米国の通貨を構成している以上，州法銀行をなんらかの一元
的な統制の下へ置くべきだと考えたが，その試みは失敗に終わった。②同長官
は1815年財政報告で，州法銀行を統制する計画の存在へ触れたが，この計画
の詳細は不明である。（3）1815年12月アナレクティク・マガジソ（Analectic
Magazine）に掲載された論文は，州法銀行が100ドル未満の銀行券について，
6分国債または正貨で党換に応じるよう義務づけられるべきことを主張し，同
時に連邦政府による州法銀行の統制の必要性を述べた。この論文の筆者名は
“W”と記されているだけだが，ダラス長官が企てていた計画の作成者である
か，あるいはその計画を知っていた人物であるかも知れない。（3）ギャラティソ
（Albert　Gallatin）は1831年に，国債が銀行券と銀行預金に対する最良の担保で
あると述ぺたが，実はそれよりずっと以前ハミルトン（Alexander　Hamilt・m）
も同様の考えを持っていたといわれる。（4）後にニューヨーク自由銀行法へ結実
したマクビカー（J・hn　McVickar）教授の提案が，1827年に発表された〔4）。（5）
1837年ミシガソ州で，翌1838年ニューヨーク州で，準則主義と証券預託制度
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に基づく自由銀行法が成立し，オハイオ，インディアナ，イリノイ，ウィスコ
ンシンなどの諸州がこれへ倣った⑤。
　全国通貨委員会（National　Monetary　Commission）研究シリーズの一冊として，
1910年刊行されたデイビス（Andrew　M．　Davis）の著作は，国法銀行制度に関
する恐らく最初のモノグラフであろう⑥。われわれの関心に対して，彼が追加
した諸点は以下の通りである。（1）1849年ニューヨーク州の監査官フィルモア
（Mi11ard　Fillmore）は（7），国債担保のみによって発券する国法中央銀行の設立を
提案した。（2）国債担保による全国通貨（national　currency）を発行する構想が，
ボネフォー（Laurent　B・nnefoux）によって，1861年と1862年パンカーズ・マガ
ジン（Bankers’Magazine）に掲載された。（3）1865年ヒストリカル・マガジン
（Historical　Magazine）に，銀行はいずれも資本金の1／5を州債で保有し，発券
はその保有州債の金額までにすべきであるとの論文が，工B．C．という署名で
発表された。これは1838年ニュー・ベッドフォード・マーキュリー（New　Bed．
ford　Mercury）へ掲載された論文が，再録されたものである。（4）チェイスは1856
年オハイオ州知事となったときの就任演説で，硬貨優先の考えを述べたが，紙
幣を用いる場合は連邦議会の立法と連邦政府の行政によるべきだと説いた。⑤
チェイスはポターの提案以外に，政府紙幣と銀行券に関する提案を数多く入手
したが，1861年11月受取ったロード（Elea・ar　L・rd）の書簡は，州法銀行へ国
債預託による発券を行なわせようとするものであった。（6）ニューヨークの政治
家スティルウェル（Silas　M．　Stilwell）と財務省法務局長ジョーダン（Edward　Jor・
dan）が，下院歳入委員会へ提出されたスポールディソグ法案を用意したと，そ
れぞれ自ら主張した⑧。
　1931年出版されたヘルダーマン（Leonard　C．　Helderman）の研究は，国法銀
行制度を取扱った数少ないモノグラフの一つである。彼によれぽ，フィルモア
の提案はデイビスが紹介したところと異なり，ニューヨーク自由銀行制度の原
理による州法銀行を他州へ広め，それら州法銀行が国債担保で全国統一通貨を
発行するというものであった⑨。
　国法銀行制度の構想がどのようにして形成されたかについて，これまで最も
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詳しく研究したのは恐らくレドリック（Fritz　Redlich）であろう。1947年の彼
の著書から，われわれにとって新しいところを要約してみよう。（1）全国通貨法
は，ニューヨーク自由銀行法の全国版とみなせば，理解が容易である。（2）国法
銀行制度の構想は，国家が諸州に代わって銀行券統制を行なうべきであるとの
考え方が，自由銀行制度の考え方と結びつかなければ生まれなかった。この前
者の考え方は，マジソン（James　Madison）大統領の1816年12月教書，ダラス
財務長官の主張，1830年のマクダフィ報告（McDuMe　Report）ao）へ既に示されて
いるし，ほかにも同様の意見があった。これらの構想の特徴は，中央銀行とい
う意味での“national　bank”を設立しようとするものであった。（3）これに対
して1815年発表されたワークマソ（James　Workman）判事の考えは，多数の国
法銀行と全国通貨を含んでいるが，中央銀行設立は含まれていなかった。（4）
1848年フィルモアは，国債担保によって州法銀行が全国統一通貨を発行すると
いう提案を行なったが，この考えは1861年8月のポター提案と同年12月のボ
ネフォー提案に含まれ，チェイスの第1回財政報告における全国通貨制度創設
の呼びかけに現われた。レドリックによれぽ，フィルモア構想こそ1861年12
月のチェイス提案の源である⑪。
　〔2〕　全国通貨制度構想の新資料
　以上の概観はこれまでの研究成果を要約したものであるが，ハンツ・マガジ
ン（Hunt’s　Magazine）an　IS60年4月号に掲載された小論文は，全国通貨制度構
想に関する新資料の存在を示唆している。知る限りそれらの資料は，まだ米国
の研究者たちも取上げていないようであるから，われわれの主題へ接近する手
がかりとして検討しよう。
　この小論文は，「通貨問題の議会動向」と題され，C．H．C．の署名で書かれて
いる。それは冒頭でまず，連邦議会が長い間怠ってきた通貨統制の責任へ留意
し始めた徴候があると，それへ歓迎の意を表わしているが，論文の題名にも拘
らず州法銀行行動の攻撃が，内容のほとんどを占めている。筆者は，正貨へ結
び付いた貨幣（money）と手形割引へ結び付いた通貨（currency）を区別し，前
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者は富であるから価値を有するが，後者は負債であるから価値を有しないと言
う。州法銀行は手形割引によって預金を設定し，この預金から銀行券が発行さ
れ，また小切手が振出されるため，通貨は膨張し質を悪化させている。そこで
州法銀行が貨幣を扱うのは構わないが，通貨を発行したり回収したりすること
は禁止されるべきであると，C．H．C．なる筆者は主張するa3）。これは厳格な通
貨主義の立場である。
　この筆者は，通貨問題に関する議会の動きについて，『上院は，コPンビア
地区における銀行券流通を停止する努力をしているように見えるし，テネシー
州選出のエサリッジ氏は下院で，合州国中を通じて通貨価値の同一性を整える
ための法案を提出している』と述べたa4。そこで，当時の議会資料を調べたと
ころ，ワシントソD．C．内で銀行券発行を禁止しようとした，　D．C．内発券禁
止法案（S．　50）が，1860年1月上院へ提出されており，また，全国統一通貨を
創設しようとした，政府見換券法案（H．R．91）が，同2月下院へ提出されてい
たことが判った⑮。両法案については後に触れるが，前者は部分的ながら州法
銀行券の発行禁止を意図するものであり，後者は連邦政府による正貨見換保証
つき全国統一通貨の発行を企画するものであった。C．H．C．論文はこの議会動
向を，次のように評価した。r通商に対する最大の援助と合州国諸州の一般的
福祉に対する最高の希望は，長期間放置されてきたわが国の通貨統制の責任を，
議会が引受けようと計画している現状に見ることができよう』as。上記2法案
とCH．C論文から読み取れる当時の事情は，（1）質の悪い州法銀行券が流通し
て多大の不便と損害を人々に与え，②そのため州法銀行券を禁止する考えがあ
って，（3）代わりに全国統一通貨を流通させる構想があり，（4にの通貨が全国的
通商と国民の福祉に必要とみなされ，⑤政界と業界によって以上が認識されて
いたということであろう。
　D．C．内発券禁止法案（S．50）は，1860年1月9日スリデル（Slidell）上院議
員⑰によって提出され，僅か2力条からなっている。第1条は，同年4月以降
ワシントンD．C内のすべての個人と法人へ，免許の有無に関係なく，銀行券
または銀行券に準じる証券の発行，受領，または交換を一切禁止し，違反者を
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刑罰に処すという’ものであった。第2条は，D．C．外のすべての個人と法人が
発行する，額面20ドル以下の銀行券または銀行券に準じる証券について，第
1条と同様の規定をするものであったag。法案は，それについて若干の討論が
行なわれた後，請願を受けて5月30日審議中止と決められた⑲。
　ワシントンD，C．は1800年に首都となって以来，その自治権は現在に至るま
で制限されているため⑳，首都内だけを対象とする法案（S．50）が連邦議会で
審議された。スリデル議員は提案説明のなかで，1857年の恐慌による銀行の
支払停止を調査した委員会報告から，D．C．内で銀行券発行を統制する法律も
規則もないことを知って，ひどく驚いてしまったと述べている。また，当時
D．C．内の銀行はいずれも免許が期限切れとなっており，彼らが法網をくぐる
形で営業していたこともeD，法案提出の原因と思われる。銀行業の州レベルに
おける禁止は，前出の通り1845年のテキサス州の事例が最初で，法案（S．　50）
も基本的にはこの流れに沿ったものであろう。州法銀行券の質の低下を阻止し
ようとした動きが，チェイスによる全国通貨制度の設立に関する第1次提案が
行なわれた前年にもあったことが，この法案によって理解できる⑳。
　政府免換券法案（H．R．91）は，1860年2月16日エサリッジ（Etheridge）下院
議員㈱によって提出され，7力条からなっているが，内容を要約すると以下の
通りである。（1）何人も金銀貨，地金銀，または砂金を，合州国出納官，同副出
納官，造幣局出納官，あるいは同支局出納官へ預託でき，（2）引換に受取る預託
証券は，一般に流通すべき20ドルから1，000ドルまでの額面で，公私一切の
取引に使用できるものとし，（3）財務省は見換請求に備え，預託証券の発行残高
と同額の金銀貨，地金銀，または砂金を準備する⑳。この法案は，実質審議が
行なわれないまま審議未了となってしまったが，やはりチェイス第1次提案の
直前に，連邦政府へ通貨統制の責任を負わせようとした動きのあったことが，
これによって理解できる。
　さきにC．H．C．論文が，全国統一通貨は全国的通商の基礎であると認識して
いたと述べたが，この点をさらに探ってみよう。ネビンスおよびコマジャー
（Allan　Nevins　and　Henry　S．　C・mmager）は，1860年の共和党全国大会に関する
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記述のなかで，r1857年の短期ではあったが打撃の大きかった恐慌は，保護関
税に対する工業地域の要求を刺激し，改善された銀行制度に対する商業界と金
融界の要求を強めた。共和党は，これらの要望を満たすよう約束した』と，通
貨と通商の関係を示している㈲。
　1860年の共和党全国大会は，周知のようにリンカーンを大統領候補に選び，
議事は奴隷制問題を中心に展開された。しかし，大会で経済政策問題が無視さ
れた訳ではなく，1857年恐慌の後を受けて全国的通商の振興は，当時の政治課
題の重要な一つであったと思われる。大会で採択された選挙綱領のなかに，
rわれわれは全国的な通商政策を推奨する。それは，職人へ十分な賃金を，農
民へ有利な価格を，職工と工場主へ手厚い報酬を，熟練と労働と企業心に見合
うよう保証し，また，わが国へ商業上の繁栄と独立を保証する』，と述べた一
節があるCO。通商政策のこの方向は，さきのネビンスおよびコマジャーの記述
と考え合わせると，全国統一通貨を確立する構想と無縁とは考えられないが，
これまでの調査範囲に両者の結び付きを示す証拠は発見できなかったan。しか
し，ここでもチェイス第1次提案の直前に，経済安定化の基礎として全国統一
通貨が必要とされていた事情が，当時の政治状況から理解できる。
（1）　Berkey〔1〕，　pp．244－5．
（2）　Poor〔24〕，　pp．579－82．
（3）　Bolles〔4〕，　pp．197－207．
（4）マクビカーの著作「銀行業への提言（Hints　on　Banking）」は，自由銀行制度を通じて各銀行
　が資本金の90％を国債へ投資し，それを担保として償還の保証される銀行券を発行するよう提案
　した。詳しくは，片山〔17〕の第八章を参照されたい。
（5）　Knox　〔18〕，　pp．92－6．
（6）この年スワンソンによる国法銀行制度のモノグラフも刊行された（Swanson〔28〕）。
（7）後に第13代大統領となったフィルモアである。なお，監査官（comptro11er）はわが国で地方
　自治体の監査委員に相応する公職と思われるが，米国では一般に公選で決められ，地方自治体の
　会計と行政を監査する役職である。ただし知る限りでは，ヘルダーマンだけがフィルモアの職名
　をニューヨーク州通貨監督官としている（Helderman〔15〕，　p．134）。
（8）　Davis〔8〕，　pp，9－12，30－31，49－50，57－62．
（g｝　Helderman〔15〕，　p．134．
qo）第二合州国銀行の存続と再免許をめぐるパンク・ウォー（Bank　War）において，ジャクソン
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　大統領に反対し同行を支持する立場から書かれた，下院歳入委員長マクダフィ（George　McDuf・
　fie）の名にちなむ報告書である（Hammond〔13〕，　pp　376－8）。
〈ID　Redlich〔25〕，　pp，100－1．
⑫“Hunt’s　Magazine”あるいは“Hunt’s　Merchants’Magazine”と通称されるこの雑誌名は，
　正式には“The　Merchants’Magazine　and　Commercial　Review”で，1839年7月号から1870
　年12月号まで毎月刊行され，1871年1月号から“The　Commercial　and　Financial　Chronicle”
　へ合併された。
a3）CHC〔7〕，　pp．443－7．
ae　同上，　p．443．
㈲“House　and　Senate　Journals’，および“Congressional　Globe”による。なお，法案（S．50）
　と法案（H．R．91）のテキストは，アメリカ合州国議会図書館の御好意により入手した。
⑱　C．H：C，〔7〕，　p．443．
aT　現在までのところ，“family　name”しか判らない。
as＞　Bill（S．50）〔2〕．
⑲　U，S．　Congress〔32〕，36th　Cong，　lst　Sess．，　May　30，1860，　p．2456．
⑳　脇山〔33〕，pp．153－6．
（2D　US．　Congress〔32〕，36th　Cong．1st　Sess．，　Feb．16，1860，　pp．800－1，
⑳　法案（S．50）の審議状況を“Congressional　Globe”によって見ると，ワシントンD，C．内に
　おける「銀行券発行禁止」問題は，当時から15年ほど以前へ遡って検討しなければならないこと
　が判ったので，その詳細は別の機会に紹介する予定である。
　　現在までのところ，“family　name”しか判らない。
⑳　Bill（H．R、91）〔3〕．
伽　Nevins　and　Commager〔22〕，　p－244，訳書，上，　p．250．
伽　McKee〔19〕，　p．正15．
⑳　1860年共和党全国大会に関する，ニューヨーク・タイムズの記事をはじめ，幾つかの参考資料
　を調べたが，証拠は見出し得なかった。ただし，この疑問を明らかにするため，資料渉猟は今後
　も続けられるぺきであろう。
皿　全国通貨法案の連邦議会提出
　「1863年全国通貨法（National　Currency　Act　of　1863）」の法案名は，「合州国
国債の担保によって保証された全国通貨を供給し，その流通と見換を整備する
法案（Abill　to　provide　a　national　currency，　secured　by　a　pledge　of　United　States
stocks，　and　to　provide　for　the　circulation　and　redemption　thereof）」といい（1），上
院の法案（S．486）として1863年1月26日に提出された。本節では，全国通貨
制度の構想がチェイスによってまとめられ，やがて法案となって議会へ提出さ
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れてゆく経過を，主としてロバートソン（Ross　M　Robertson）に従って要約す
る。
　〔1〕スポールディンゲ法案提出へ至るまで
　1861年後半に，国債へ基礎を置く全国統一通貨に関する計画が，少なくとも
三つはチェイスあて直接に提出された。第一は，8月にニュ．一一ヨークのポター
から送られた手紙である。彼は州法銀行が国債を財務省へ預託して銀行券を発
行すれぽ，その流通は減価ないし償還不能の危険がなくなり，国債は銀行券の
全国的流通の基礎になると推奨した。共通のデザインと政府保証によって，州
法銀行制度を変えないままで，通貨統一の目標が達成されると彼は言う。第二
は，11月にニューヨーク政財界の大立物ロードから送られたパソフレットであ
る。それは銀行が国債へ投資し，入手した国債を財務省へ預託して流通銀行券
の安全を保証するというのであるから，ポター案と似ていた。第三は，時期が
はっきりしないが11月か12月に，前ニューヨーク州議会議員スティルウェル
から送られた法案草稿である。チェイスは手を加えさせるため，草稿を財務省
法務局長ジョーダンへ渡した。スティルウェル案は，発券担保に国債を利用す
れば国債需要を刺激するとの考えと，国法銀行を国庫金の預託機関とするとの
考えを含んでいた。かくしてチェイスは，彼自身の戦時財政に関する理論によ
る国法銀行計画と，複数の具体的提案とを同時に持っていたのである②。
　1861年12月9日チェイスは議会へ第1回財政報告を行ない，そのなかへ全
国通貨制度に関する彼の第1次提案を含めた。その提案によれぽ，銀行は国債
担保と連邦政府の規制下に銀行券を発行し，その結果，通貨が統一されて減価
はなくなり，戦時財政に必要な国債需要が増大する。こうした考え方は，決し
て初めてではなかったが，広く一般で論議されたことがなく，公衆の通貨と銀
行に対する感情へ挑戦するものであったから，連邦議会議員たちと銀行家たち
を驚かせた。チェイスへ寄せられた熱心な支持は数が少なく，反対勢力は強力
であった。銀行は発券担保用の国債を購入するため，現に保有している州債を
大量に売却するから，証券市場は全体として良くならないとの主張，銀行側か
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らの反対を予期する警告，州法銀行へ差別的な発券課税をしなけれぽこの計画
は実現不可能という意見，銀行に対する免許権限を今になって諸州から奪うの
は手遅れであるとの見解など，チェイスの計画を否定する動きが数多く現われ
た（3）。
　上下両院の議員たちは，関係者からの手紙で質問攻めにされたが，それらの
大部分はチェイス提案に対して反対であった。上院財政委員長フェセンデソ
（William　Fessenden）は，沢山の反対意見を受取ったが，有名な元財務長官の子
息ギャラティン（James　Gallatin）からは，国債担保による銀行券発行制度は，
政府紙幣の発行よりまだ我慢できるという，他と違った手紙を受取ったω。
　いかなる反対もチェイスの決意を妨げることが出来ず，彼の財政報告は下院
歳入委員会の小委員会へ回付された。小委員会は金融知識の豊かな有力メンパ
ー3名からなり，それらはニューヨーク州の選出議員で銀行家であり州収入役
を務めたこともあるスポールディング，マサチューセッツ州選出の富裕な元実
業家フーパー，ニューヨーク州選出の富豪コーニング（Erastus　Coming）であ
った（5｝。1861年のクリスマス休暇中，スポールディングはチェイスの計画へ沿
って，全国通貨制度ないし国法銀行制度の法案草稿をまとめた。ジョーダンと
スティルウェルがスポールディングを助けたのはほとんど間違いなく，コーニ
ングから送られたニューヨーク州銀行法も利用された。最後にフーパーが，マ
サチューセッツ州銀行法の条文を草稿へ若干組入れ，スポールディング法案が
出来上がった⑥。
　クリスマス休暇のあと議会が再開されたとき，銀行は正貨の支払を停止して
おり，そのためスポールディング法案を支持していた議員たちの熱意は冷えて
しまった。下院歳入委員長であった大立物のスティーブンス（Thaddeus　Ste－
vens）は，先頭に立ってスポールディソグ法案に反対した。スポールディング
は歳入委員会へ法案を報告したが，通過の見込みはなかった。財務省は法案が
実現して国債需要が将来増大することより，財政困難に対する手早い直接の救
済を求めた。そこで，スポールディングは原案中の法貨条項を分割し，これが
前出のように第1次「法貨法」として成立した。チェイスの国法銀行制度計画
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は頓挫して，グリーソバックスが間もなく氾濫しだした（7）。
　・’モンド（Bray　Hamm・nd）によれば，スポールディングは銀行が支払停止を
決めた12月28日までに（支払停止は12月30日から始まった），全国通貨制度ない
し国法銀行制度のための彼の法案を，下院へ提出することは断念した。彼は法
案が通過できないだろうとは結論したが，戦費に困窮している政府を助けよう
と考え，法貨条項を原案に加えた。戦時財政の逼迫は深刻をきわめたので，ス
ポールディングはこの法貨条項を彼の法案から分割し，法貨法案（H．R．240）と
して下院へ提出し，これが上で述べた通り第1次「法貨法」となった（8）。
　レドリックは，チェイスが第1回財政報告で国法銀行制度の創設を議会へ要
請したと多くの研究者が述ぺてきたのは誤りであると，重要な問題を指摘した。
チェイスはそのとき，既存の州法銀行が全国通貨を発行する制度へ言及したの
であって，国法銀行制度の設立を提案したのは，1862年12月の第2回財政報
告においてであった。しかし，彼は第2回財政報告の際に間違って，第1回財
政報告のとき既にこれを提案したと述べたのであった（9）。従って，国法銀行へ
全国通貨を発行させる考えが，いつ誰によって具体化されたかが疑問として浮
かんでくる。引続きレドリックの所説によって，この点を調ぺよう。
　まず第一に指摘されなけれぽならないのは，チェイスの第1次提案が，人々
によって国法銀行制度を設立する計画とは受取られていなかった点である。当
時の銀行業界誌によって，このことが確認できる。ついで第二にスポールディ
ング法案で全国通貨を発行できることになっていたのは，州法銀行と国法銀行
の両者で，ここにチェイス第1次提案には無かった国法銀行制度の構想が現わ
れている。レドリックは，それまで見失われたものと考えられていたスポール
ディング法案原文を入手し，上記第二の点を明らかにした。したがって国法銀
行制度の構i想は，チェイスが第1回財政報告を行なった1861年12月9日から，
スポールディング法案の条文が完成したその年のクリスマス休暇の間に，初め
て公的な考えとして取上げられたことになる。スポールディング法案では，既
存の州法銀行ヘー定条件の下で全国通貨の発行を認めたが，むしろ重点が置か
れたのは，新設される合州国銀行監督官（United　States　Bank　C・mptr・ller）の規
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制に服す国法銀行が，全国通貨を発行することであったao）。かくして，国法銀
行制度の設立構想が公式に宣言されたのは，スポールディング法案においてで
あった。
　チェイスの第1回財政報告へ含まれていなかった国法銀行設立の企てが，ス
ポールディング法案へ取入れられた経緯を，レドリックは次のように推論する。
（1）チェイスが第2回財政報告を行なったとき，既に1年前の報告で国法銀行制
度を推奨したと述べたのは，実は第1回報告の際にそうしたかったのに，政治
的な配慮からそれを断念したことを示しているのかも知れない。（2）1861年11
月にスティルウェルがチェイスへ送った提案には，国法銀行制度の構想が含ま
れていた証拠がある。チェイスはこれを取入れた国法銀行制度の設立計画を，
ニューヨークの銀行家コウ（George　S．　Coe）へ示し，ニューヨークの銀行家仲
間でそれを検討するよう依頼した。（3）コウは銀行家たちの反対を予想して，チ
ェイスの計画を公にしなかったが，その計画の存在は噂となって関係者へ洩れ
ていった。（4）ギャラティンはチェイスに国法銀行制度へ反対の意向を伝え，現
存する州法銀行が国債担保で全国通貨を発行する案を与えた。⑤チェイスは銀
行家たちの反対を見てとって，一旦は考慮していた国法銀行設立計画を，財政
報告から急遽除外してしまった。（6）スポールディングが1861年末のクリスマ
ス休暇中に，スポールディング法案を作成したとき，チェイスの意を受けて国
法銀行制度を法案のなかへ入れたaD。
　〔2〕　シャーマン法案の提出へ至るまで
　チェイスは新しい銀行立法に，少しも熱意を失わなかった。1862年7月11
日議会がグリーンバックスの追加発行を第2次「法貨法」で認めた丁度その日，
フーパーは彼の全国通貨法案を下院へ提出したが，これが第1次フーパー法案
（H．R　568）である。またしてもスティーブンスがこの法案に反対したけれど，
チェイスはシャーマンを動かして，それを上院へも送り込んだ。しかし，議会
は結局のところ，これら法案に対してなんらの動きも見せず，審議未了のまま
で終わったa2）。第1次フーパー法案はスポールディング法案の内容を受継いだ
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もので，後のシャーマン法案の基礎にもなっているa3）。
　チェイスは1862年12月4日の第2回財政報告で，全国統一通貨に関する計
画を議会が採用するよう，彼の第2次提案を訴えなければならなかった。提案
内容は前回より詳細で，また国法銀行が国庫金預託機関として有益であるとの
見通しが，初めて述べられたqの。この提案の中心課題は，全国共通の健全な統
一通貨を作りだす点にあることが強調され，担保として用いられる国債への需
要は，数年の間に2億5，000万ドルと見積られ，現存する州法銀行からの転換
が可能であることも示されたas。
　このチェイス第2次提案に対する反対は，議会側でも銀行側でも前回より弱
くなり，単にそれまでの論議を蒸返すだけだった。以前と同様に，幅をきかせ
たのは論理でなく既得権益であり，それは銀行家の大部分が，法案の通過によ
って自分たちが不利益を蒙ると見ていたからである。銀行界のリーダーたち多
数がワシントンへやってきて，チェイス提案への不同意を表明したが，そのな
かには著名なインディアナ銀行の頭取で後に初代の通貨監督官となるマカロッ
ク（Hugh　McCulloch）もいたaO。
　全国通貨制度ないし国法銀行制度に関するチェイスの計画は，なによりもま
ずリンカーン大統領によって支持され，同大統領は1862年12月1日の年次教
書で，議会へ全国通貨法案の通過を特に要請したaT。　r金融財政の状態は，諸氏
の最も熱意ある配慮を必要とするであろう』とリンカーンは述べ，その重点項
目の一つとして，『議会の一般法の下で，その条文によって十分に守られ，銀
行法人を設立することほど，結果が確実で問題がないものを，私は外に知らな
い』と，国法銀行制度の創設を推奨したam。
　1863年1月7日フーパーは，第2次フーパー法案（H．R．656）を下院へ提出
した⑲。リンカーンはこの動きを後援して，同年1月17日の特別教書のなかで，
再び銀行法案の早期通過を議会へ求めた。第2次フーパー法案が下院で難航し
ているのを見てとって，上院で影響力を持つシャーマンは，これと同様の内容
を有するシャーマン法案（S．486）を，同年1月26日上院へ提出した。この間
チェイスはあらゆる努力を払い，銀行法案が成立しないと，財政の切盛りが出
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来ないとの印象を議会へ与えた。上院は2月12日シャーマン法案を23対21の
2票差で可決して下院へ送付し，下院は同月20日いやいやながら78対64で同
法案を通過させ，同月25日リンカーン大統領の署名によって「1863年全国通
貨法」が制定されたce①。
　結局のところ，誰が全国通貨法案の執筆者であろうか。この問題はしぽしば
論じられてきたが，まだ解決へ至っていない。ポターの提案で，スポールディ
ング法案の最初の骨格が作られた。メティルウェルからチェイスへ送られた提
案は，ジョーダンへ渡されて手直しされ，スポールディングはこの草案を利用
して彼の法案を作った。このスポールディング法案はフーパーによって改訂さ
れ，それをシャーマンがさらに修正した。だが，国債担保による発券を行なう
自由銀行制度の概念と，連邦レベル銀行統制の概念を結び付け，多数の民間の
国法銀行を作る考え方は，チェイスによって初めて提唱されたのである。以上
のようにロバートソンは，全国通貨法案がポターからシャーマンへ至るまでの
6人とチェイスの共同制作であると評価しているが，確かにこの法案の執筆者
を誰か1人に特定することは困難であろう⑳。
（1｝南北戦争期とその少し後まで，政府債務は一般に“stock”と呼ぼれた（Robertson〔26〕，　p
　36，　n．4）o
｛2）　Robertson〔26〕，　pp　37－8．
｛3）同上，pp　38－40．
｛4）同上，p，40．
｛5＞Mitchell〔20〕，　P．45．
｛6）　Robertson〔26〕，　pp．40－1．
｛7）同上，p，41．
（8）Hammond〔14〕，　PP．160－1．
｛g）　Redlich〔25〕，　p．101．
ao）同上，　pp．101－1，105－6．
aD　同上，　pp．102－4．
a2）　Robertson〔26〕，　PP．41－2．
⑬　Davis〔8〕，　p．57．
G4　Robertson〔26〕，　p．42．
⑮　US，　Congress〔31〕，37th　Cong．3rd　Sess．，　Dec．4，1862，　p．25．
⑯　　Robertson〔26〕，　p．42．
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同上，p．42．
U．S　Congress〔31〕，37th　Cong．
US．　Congress〔32〕，37th　Cong．
Robertson〔26〕，　pp．43－4．
同上，PP．44－5．
3rd　Sess．，　Dec，1，1862，．　p　2。
3rd　Sess，，　Jan．7，　1863，．p．226，
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